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福
祉
用
具
貸
与
に
つ
い
て

条
件　

要
支
援
・
要
介
護
認

定
を
受
け
て
居
宅
で
生
活

し
て
い
る
人

※
サ
ー
ビ
ス
計
画
が
必
要
と
な

り
ま
す
の
で
詳
し
く
は
担

当
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
や
福

祉
用
具
専
門
相
談
員
に
ご

相
談
く
だ
さ
い

対
象
品
目　

　

❶
車
い
す 

❷
車
い
す
付
属

品 

❸
特
殊
寝
台 

❹
特
殊
寝

台
付
属
品 

❺
床
ず
れ
防
止

用
具 

❻
体
位
変
換
器 

❼
認

知
症
老
人
徘
徊
感
知
機
器
❽

移
動
用
リ
フ
ト
（
つ
り
具
の

部
分
を
除
く
） 

❾
介
助
用
ベ

ル
ト 

�
自
動
排
泄
処
理
装

置 

�
手
す
り 

�
ス
ロ
ー
プ

　

�
歩
行
器 

�
歩
行
補
助
つ
え

※
原
則
❶
～
❾
は
要
介
護
２
～

５
、
�
は
要
介
護
４
、５
の

人
が
対
象
と
な
り
ま
す
が
、

例
外
的
に
要
支
援
１
、
２
、

要
介
護
１
の
人
で
も
対
象

と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

住
宅
改
修
の
補
助

条
件　

要
支
援
・
要
介
護
認

定
で
居
宅
で
生
活
す
る
人

限
度
額　

20
万
円
（
限
度
額

内
で
８
割
分
ま
た
は
９
割

分
を
支
給
）

利
用
方
法

❶
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
に
相
談
。

改
修
の
理
由
書
や
見
積
書
な

ど
を
添
え
て
市
へ
事
前
申
請

❷
工
事
を
実
施
。
費
用
は
、
一

旦
全
額
自
己
負
担

❸
領
収
書
と
工
事
費
の
内
訳
が

わ
か
る
書
類
（
改
修
前
後
の

写
真
等
）
を
市
へ
提
出

❹
審
査
後
、
限
度
額
内
で
８
割

分
ま
た
は
９
割
分
を
支
給

対
象
工
事　
❶
手
す
り
の
取

り
付
け 

❷
段
差
解
消 

❸
洋

式
便
器
等
へ
の
便
器
の
取

替
え 

❹
引
き
戸
な
ど
へ
の

取
替
え 

❺
滑
り
防
止
や
移

動
の
円
滑
化
の
た
め
の
床

材
の
変
更
な
ど

問
長
寿
福
祉
課

　

☎
43
・
５
２
１
７

介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て

  １条
件　
要
支
援
・
要
介
護
認

定
を
受
け
て
居
宅
で
生
活

し
て
い
る
人

※
指
定
を
受
け
て
い
な
い
販
売

店
か
ら
購
入
し
た
場
合
は
、

給
付
対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん

限
度
額　

年
間
10
万
円
（
限

度
額
内
で
８
割
分
ま
た
は

９
割
分
を
支
給
）

利
用
方
法

❶
指
定
販
売
店
で
必
要
な
福
祉

用
具
を
購
入

❷
申
請
書
、
カ
タ
ロ
グ
の
写
し
、

領
収
書
を
市
へ
提
出
（
費
用

は
、
一
旦
全
額
自
己
負
担
）

❸
審
査
後
、限
度
額
内
で
８
割

分
ま
た
は
９
割
分
を
支
給

対
象
品
目　
❶
腰
掛
便
座

　
❷
特
殊
尿
器 

❸
入
浴
補
助

用
具 

❹
簡
易
浴
槽 

❺
移
動

用
リ
フ
ト
の
つ
り
具
の
部
分 

❻
便
座
の
底
上
げ
部
材

　
❼
自
動
排
泄
処
理
装
置
の
交

換
可
能
部
分

福
祉
用
具
購
入
費
支
給
に
つ
い
て

  ２

  ３

　   決  定！

保険料率 28・29年度 （前回）26・27年度

均等割額 48,297円 47,603円

所得割率 10.17％ 9.70％

※医療給付費の増加などによる保険料の大幅な上昇を
　抑制する趣旨から、給付費準備基金のうち、７３億円を
　取り崩して繰り入れることにより、均等割額の上昇幅
　を６９４円、所得割率の上昇幅を０．４７ポイントに抑え
　ています

総所得金額等（被保険者＋世帯主）が
次の基準以下の世帯

軽減割合
（軽減後：年額）

基礎控除額
33万円

被保険者全員の各所得（年金所得は控
除額を80万円として計算）が０円 

９割
（4,829円）

上記以外   　8.5割（注１）
（7,244円）

基礎控除額33万円＋26.5万円×被保険者の数 ５割
（24,148円）

基礎控除額33万円＋48万円×被保険者の数 ２割
（38,637円）

保険料額（年額）

上限５７万円

均等割額

４８,２９７円

所得割額

（※総所得金額等ー３３万円）×所得割率１０．１７％

※総所得金額等とは収入額から控除額を引いた金額です。（ここでいう控除額とは、公的年金等控除額、給与所得控
除額、必要経費のことをいい、所得控除（社会保険料控除、扶養控除等）は含みません。）

　後期高齢者医療制度の保険料を決める基準である保険料率（均等割額と所得割率）は２年ごとに見直されます。

　年間の保険料は一人ひとりが等しく負担する「均等割額」と前年の所得に応じて負担する「所得割額」
の合計となります。

　以下の人は、平成 27 年中の所得に応じて平成 28 年度の保険料額が軽減されます。なお、平成 28 年度

から５割及び２割の軽減対象が拡大しました。（５割軽減の基準について、被保険者数に乗ずる金額が２６万円

から２６．５万円に変更になりました。また、２割軽減の基準について、被保険者数に乗ずる金額が４７万円から

４８万円に変更になりました）

　個人ごとの保険料額は７月中旬に送付する保険料額決定通知書でお知らせします。

❷所得割額
　所得割額算定にかかる所得（総所得金額等－基礎控除額３３万円）が、５８万円　（年金収入のみの
場合は２１１万円）以下の人は特例措置により所得割額が５割軽減されます。

問市民課☎４３– ５２１２
問後期高齢者医療広域連合（コールセンター）☎０７８– ３２６– ２０２１

　制度に加入する前日に、会社の健康保険などの被用者保険の被扶養者だった人は、当分の間、所得割額

はかからず、均等割額が５割軽減されます。

　さらに特例として、平成 28 年度は、均等割額が９割軽減され、年額４，８２９円となります。

　なお、国民健康保険・国民健康保険組合に加入していた人は対象にはなりません。

◆保険料率（平成28・29年度）

後 期 高 齢 者 医 療 制 度
平成 28・29 年度の保険料率を決定しました

※65歳以上の公的年金受給者
は、総所得金額等から年金所得
の範囲内で最大15万円を控除
し、軽減判定されます。

（注１）本来は７割軽減ですが、
軽減措置で平成28年度は8.5
割軽減となります。

❶均等割額
▼世帯（世帯主と世帯内の被保険者）の平成27年中の総所得金額等が一定の金額以下の人

＝ ＋

◆兵庫県の保険料計算方法(平成28・29年度) 

◆保険料額の通知について

◆所得の低い人の軽減

◆被扶養者だった人の軽減

　 　

福
祉
医
療
費
助
成
制
度
（
老
人

医
療
・
重
度
障
害
者
医
療
・
乳
幼

児
等
医
療
・
こ
ど
も
医
療
・
母
子

家
庭
等
医
療
・
高
齢
重
度
障
害
者

医
療
）
は
、
毎
年
７
月
に
更
新
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　

引
き
続
き
該
当
す
る
人
に
は
、

６
月
下
旬
に
受
給
者
証
を
送
付
し

ま
す
の
で
、
７
月
以
降
は
新
し
い

受
給
者
証
で
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

※
母
子
家
庭
等
医
療
の
対
象
者
に

は
更
新
申
請
（
現
況
届
）
の
案

内
を
送
付
し
ま
す
の
で
必
要
事

項
を
記
入
の
上
、
市
民
課
へ
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。

受
給
者
証
の
交
付

　

交
付
に
は
所
得
の
申
告
が
必
要

で
す
。
対
象
者
で
も
所
得
の
申
告

が
な
い
場
合
は
、
受
給
資
格
の
確

認
が
で
き
な
い
た
め
、
受
給
者
証

を
交
付
で
き
ま
せ
ん
。

※
平
成
28
年
１
月
１
日
に
南
あ
わ

じ
市
に
住
民
登
録
の
な
い
人

は
、
以
前
の
市
区
町
村
で
平
成

28
年
度
所
得
・
課
税
証
明
書
（
市

民
税
所
得
割
税
額
の
控
除
の
明

細
が
わ
か
る
も
の
）
の
交
付
を

受
け
、
市
民
課
へ
提
出
し
て
く

だ
さ
い

福
祉
医
療
利
用
上
の
注
意

◆
払
戻
し
の
申
請
が
必
要
な
例

❶
受
給
者
証
が
使
え
な
か
っ
た
と

き
（
県
外
受
診
な
ど
）

❷
福
祉
医
療
の
受
給
者
が
補
装
具

な
ど
の
装
着
を
し
た
と
き

❸
老
人
医
療
で
１
か
月
の
一
部
負

担
金
の
合
計
が
限
度
額
を
超

え
た
と
き

◆
福
祉
医
療
の
助
成
が
な
い
例

❶
学
校
等
で
の
事
故
で
日
本
ス
ポ

ー
ツ
振
興
セ
ン
タ
ー
の
給
付

を
受
け
る
と
き

❷
他
の
公
費
負
担
医
療
の
給
付
を

受
け
る
と
き

※
乳
幼
児
等
医
療
受
給
者
、
こ
ど

も
医
療
受
給
者
で
、
自
立
支
援

医
療
・
小
児
慢
性
特
定
疾
病
医

療
・
難
病
法
に
基
づ
く
特
定
医

療
の
公
費
助
成
を
受
け
て
支

払
っ
た
自
己
負
担
額
に
つ
い

て
は
、
申
請
に
よ
り
払
戻
し
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

❸
訪
問
看
護
を
受
け
る
と
き

問
市
民
課
☎
43
・
５
２
１
２

　

　

福
祉
医
療
の
受
給
者
証
送
付

６
月
下
旬
郵
送 　

７
月
か
ら
利
用
で
き
ま
す
！


